
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容
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　県　債

　その他（　　　　　　）
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２　今後の事業の方向性

補助が必要な施設

に対する補助実施
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今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　■ 事業を現行どおり実施

　小児科医が不足する状況から、事業のニーズは引き続き高く、引き続き県が関与する必要があることから、さらに相談体制の充実を図る

など事業の充実を図っていく。

目標に対

する成果

の状況

○　小児救急電話相談事業については、年5,492件の相談に対応し、94.6%(5,193件）の相談者が納得（やや納得99件含む）している。

○　小児初期救急医療体制整備事業については、補助が必要な施設に対し補助を実施することができた。
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医療推進課
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事業番号 04 03 19

10／10

施設

24年度24年度24年度24年度

35,743 33,548

部局

プロジェクト  

課・室

事　業　名 小児初期救急医療体制整備事業小児初期救急医療体制整備事業小児初期救急医療体制整備事業小児初期救急医療体制整備事業

　夜間・休日の軽症小児患者に対応する救急医療体制を確保するとともに、病院勤務医・小児科医の負担を軽減する。

施策の総合的展開

＜参考＞

総合５か年

計画

E-mail

実施期間

目指す姿

６－１　健康で長生きできる地域づくり

７－２　子育て先進県の実現

22,506

11,963

補助金

12,16213,237

21,386

小児救急電話相談事業 委託

現状

19,953

H24

【左記の説明、根拠法令等】

県が関与

する理由

（当初）

事業内容

実施方法

(1)小児救急電話相談事業（＃8000）：電話相談に納得した割合　90%以上

(2)小児初期救急医療体制整備事業：運営費補助が必要な小児初期救急センターのうち補助を行った施設数の割合　10／10施設

（決算）

　国庫補助の活用実施とが効率的である。

　救急医療対策事業実施要綱、医療提供体制推進事業費補助金交付要綱

H25

■県でなければ実施不可　

事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

健康福祉部

達成90%以上 94.6%

　幅広く初期診療を実施する小児科医の減少や、保護者の病院指向などのため、軽症者を含む多くの小児患者が休日・夜間の病院に集

中することにより病院勤務の小児科医の負担が重くなっている。

　○　夜間・休日の小児初期救急医療施設　：　10施設

　○　小児救急電話相談　：　毎日19時から23時まで

H24事業実績

小児救急電話相談（毎日19:00～23:00）

90%以上

（単位：千円）　

□内部管理

（当初）

10施設

項目

小児初期救急医療体制整備

事業

４　医療施策の充実

２　産科・小児科医療の提供体制の整備

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□法令等義務

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有


